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資料４

各部局の自己点検による平成23年度事業の見直し状況について

各部局が所管する政策的な全事業について、予算編成に入る前段階として、

必要性、目的妥当性、有効性・効率性などの観点から、自己点検を行い、来年

度における事業の方向性を検討いたしました。

１ 実施時期

８月～１０月

２ 実施部局

全部局

３ 対象事業数

１，１６９事業

４ 自己点検結果（来年度の見直しの方向性）

・何らかの改善見直しを実施しようとする事業数 ９０２事業（77.2％）

廃止事業数 ４事業（ 0.3％）

終了事業数 ６７事業（ 5.7％）

再構築事業数 ９３事業（ 8.0％）

休止事業数 １７事業（ 1.5％）

拡充事業数 ５８３事業（49.9％）

縮減事業数 １３８事業（11.8％）

・継続しようとする事業数 ２６７事業（22.8％）

５ 自己点検結果の予算編成への活用

平成２３年度事業の自己点検結果については、平成２４年度予算編成に活

用されます。

平成２３年１１月定例会(付託)
総 務 委 員 会 資 料

（ 監察局 ）
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　部局名：危機管理部　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

　　　該当なし

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）

６月現計

(千円)

危機管理政策課 東日本大震災救援対策費 131,000
当該事業は、突発的発生事象に関する
ものであるため

南海地震防災課 津波浸水予測等被害想定調査事業 50,000
基礎データの収集及び地形データの作
成を終了するため

南海地震防災課
緊急地震速報受信設備設置促進事
業

64,000 防災拠点施設への設置が完了するため

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）

６月現計

(千円)

南海地震防災課 移動防災センター事業 6,700
防災センター管理運営事業へ統合する
ため

県民くらし安全課 「食の安全・安心」確保事業 4,813 新規事業に組み替えるため

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）

６月現計

(千円)

南海地震防災課 近畿府県合同防災訓練 55,000 近畿府県で順次開催するため

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）

６月現計

(千円)

危機管理政策課 防災情報システム活用費 6,420 情報システムの拡充

南海地震防災課
【トクトク事業】防災訓練等ビ
ジュアル化協働事業

0 防災訓練の情報提供方法を見直すため

消防保安課 消防指導事業 7,792 啓発事業の内容等を見直すため

県民くらし安全課
県民に分かりやすい消費者行政推
進事業

39,169 啓発事業の内容等を見直すため

県民くらし安全課 交通事故ゼロ対策事業 5,182 啓発事業の内容等を見直すため

県民くらし安全課 食の安全安心推進事業 1,400 啓発事業の内容等を見直すため

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）

６月現計

(千円)

危機管理政策課 危機管理強化促進事業 6,359
東日本大震災にかかる事業費を縮減す
るため

所属名 事業名 終了の理由

所属名 事業名 再構築の理由

所属名 事業名 縮減の理由

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

所属名 事業名 拡充の理由

所属名 事業名 廃止の理由
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　部局名：危機管理部　

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）
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　部局名：企画総務部・監察局・総合県民局　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

６月現計

(千円)

農林水産部＜美馬＞

【トクトク事業】山と町をつなぐ
西部の「森のショーケース」販売
促進事業〜公共建物をＳＧＥＣ等
地域材で！〜

0
今後は『「緑の循環」吉野川ネット
ワーク』が主体となって事業を実施し
ていくこととしたため。

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）

６月現計

(千円)

管財課 庁舎空きスペース有効活用事業 2,000 目的達成によるため。

農林水産部＜三好＞
「みつまた」でよみがえれ！にし
阿波の山里農業モデル事業

2,400
平成２３年度までの２カ年事業であ
り、県事業としては終了するため。

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）

６月現計

(千円)

県立総合大学校統括
本部

「まなびーあ徳島・県民講座」事
業

500 新規事業に組み替えるため。

行政評価課 政策評価推進事業 150
政策評価に係るシステム開発が終了
し、既存事業に統合するため。

企画振興部＜美馬＞
「いのち」を守るにし阿波地域防
災力強化事業

1,027 新規事業に組み替えるため。

企画振興部＜三好＞
「にし阿波観光地域づくりプラッ
トフォーム」応援事業

4,500 新規事業に組み替えるため。

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）

６月現計

(千円)

情報システム課
ホスト業務のダウンサイジング事
業

0
システムの再開発方針を検討中のた
め。

事業名 休止の理由所属名

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

所属名 事業名 廃止の理由

所属名 事業名 終了の理由

所属名 事業名 再構築の理由
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　部局名：企画総務部・監察局・総合県民局　

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）

６月現計

(千円)

政策企画総局 広域連携推進事業 18,871
全国知事会や四国知事会などの取組み
において、連携すべき広域的課題が増
加するため。

秘書課 県民との対話型広報広聴事業 178,481
より有効で効果的な広報手法を用い
て、県民目線に立った広報広聴事業を
推進するため。

企画振興部＜美波＞ 「四国の右下」まるごと体感事業 2,700
官民が一体となった更なる地域振興を
強化するため。

企画振興部＜美波＞
南部圏域地震防災対策パワーアッ
プ事業

2,700
モデル成果の波及と津波避難対策をは
じめとした地域防災力を強化するた
め。

保健福祉環境部＜阿
南＞

【トクトク事業】「四国の右下」
ええもんもっとつくらんで事業

1,500
民官協働による地域環境保全・魅力創
出に向けた活動を促進するため。

農林水産部＜美波＞
【トクトク事業】かいふエコブラ
ンドまるごと耕畜実証事業

1,840
耕畜連携による資源循環型農業モデル
の構築に向けた実証試験を推進するた
め。

保健福祉環境部
＜美馬保健所＞

【トクトク事業】糖尿病重症化予
防連携支援システム化モデル事業

310

医療機関・行政機関・スポーツクラブ
等との連携強化により、地域の総合力
を発揮した重症化予防連携支援体制の
構築に向けた取り組みを推進するた
め。

県土整備部＜三好＞
【トクトク事業】防災学習支援事
業

0
学校関係者のニーズに応じて防災学習
の内容や実施回数を拡充し、地域の防
災体制のさらなる強化を図るため。

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）

　　　該当なし

拡充の理由所属名 事業名
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　部局名：県民環境部　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

６月現計
(千円)

県民スポーツ課
全国スポーツ・レクリエーション
祭派遣事業

270 国の事業の廃止

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）
６月現計
(千円)

環境首都課
とくしま新成長戦略（ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰ
ﾃﾞｨｰﾙ）推進事業

174,000
地域グリーンニューディール基金事業
の終了

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）　　
６月現計
(千円)

県民との協働課 ＮＰＯトップランナー事業 173
ＮＰＯ等のニーズを踏まえた支援内容
の見直し

環境首都課 地球温暖化対策資金貸付事業 30,060 制度内容の見直し

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）　　
　　　該当なし

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）　　
６月現計
(千円)

県民との協働課 「新しい公共」担い手創出事業 100,000
ＮＰＯ等のニーズを踏まえた支援内容
の見直し

県民との協働課 広聴事業費（県政バス事業） 123 各部署との連携による効果的な運行

男女参画青少年課 青少年活動支援事業 2,706
青少年のニーズを踏まえた、青少年講
座の充実

統計調査課 統計情報提供費 1,982 県統計書の電子データの充実

県民スポーツ課
総合型地域スポ－ツクラブどんど
ん活用事業

19,659 より効果的な研修内容の見直し

市町村課
がんばる市町村応援事業交付金事
業

72,000
地域の緊急課題に対応するための内容
の見直し

地方主権推進課
定住・交流促進対策県・市町村連
携事業

1,650 移住交流に関する支援内容の充実

自然環境課
特定鳥獣保護管理捕獲促進プロ
ジェクト事業

36,185 より実効性の高い施策の導入

自然環境課
徳島県生物多様性地域戦略策定事
業

3,400
これまでの意見を踏まえ、新たな戦略
の策定

環境整備課 優良産業廃棄物処理業者認定事業 13,130
事業者へのインセンティブの強化等、
制度の見直し

環境管理課 環境放射能水準調査 2,935
福島第一原発事故に伴うモニタリング
体制等の強化

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）
６月現計
(千円)

統計調査課 統計専任職員費 3,893 国費事業の事務経費削減

自然環境課 自然公園等監視事業 6,048 監視方法の見直し

事業名 再構築の理由

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

所属名 事業名 廃止の理由

所属名 事業名 終了の理由

所属名

所属名 事業名 拡充の理由

所属名 事業名 縮減の理由
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　部局名：県民環境部　

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

－　8　－

kanrisya
四角形



　部局名：保健福祉部　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

６月現計
(千円)

障害福祉課 障害者相談員設置費 3,743 法改正による市町村設置に移行

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）
６月現計
(千円)

こども未来課 乳児院施設整備事業 180,265 施設整備の完了

障害福祉課
徳島県発達障害者支援センター建
設事業

84,700 施設整備の完了

健康増進課
県立中央病院改築事業（精神病
室・精神科デイケア施設整備事
業）

41,707 補助事業の終了

健康増進課
県立中央病院改築事業(第2種感染
症病床施設整備事業)

10,822 補助事業の終了

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）
６月現計
(千円)

こども未来課 ひとり親家庭等在宅就業支援事業 246,000
新規事業に再構築し総合的な支援を実
施

障害福祉課
みんながつながる“あわのわ”障
害者就労支援事業

14,500 新規事業に再構築し強化を図る

障害福祉課
とくしま発達障害児(者)圏域整備
サポート事業

4,900 新規事業に再構築し強化を図る

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）
６月現計
(千円)

長寿介護課
支援促進事業費（新とくしま長寿
プラン策定費）

1,947 ３年ごとの策定

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）
６月現計
(千円)

保健福祉政策課
「徳島県自殺者ゼロ作戦」推進事
業

55,051 事業内容の充実、重点化

地域福祉課
福祉・介護人材確保対策事業（受
入施設学習支援事業）

18,800 対象者の増加

こども未来課
放課後子どもプラン連携推進事
業・放課後児童対策事業費

396,537 学童保育の充実

所属名 事業名

所属名 事業名 終了の理由

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

所属名 事業名 廃止の理由

所属名 事業名 再構築の理由

所属名 事業名 休止の理由

拡充の理由
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　部局名：保健福祉部　

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

６月現計
(千円)

薬務課 薬事生産指導事業 6,173 知事承認品目拡大に伴う強化

生活衛生課 食品衛生管理指導事業 34,965
食品の放射性物質の検査強化や食中毒
予防等の対策の充実

人権課 人権教育・啓発総合調整事業 39,772 広報啓発の充実

医療政策課 医療提供体制確保総合対策事業 1,045,022
徳島大学寄附講座設置事業等、地域医
療再生事業の拡充

医療政策課 救急医療体制確保対策事業 153,281 ドクターヘリの導入

医療政策課 小児救急医療総合対策事業 82,793 小児救急拠点病院の拡充

健康増進課 精神科救急医療システム整備事業 30,434 身体合併症患者に対応する体制強化等

健康増進課 周産期医療体制確立事業 23,391
周産期医療体制整備計画に基づき病床
整備等を促進

長寿介護課
介護保険サービス事業者等指定・
指導関係事業

2,154 事業者に対する指導監査等の充実

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）
６月現計
(千円)

保健福祉政策課
「災害時コーディネーター」養成
事業

4,000
今年度中にコーディネーターを配置予
定

医療政策課 医療施設耐震化整備事業費 1,232,787 要耐震化整備医療機関の減

医療政策課 地域医療支援機構運営事業 62,700 一部施設整備事業の完了による減

長寿介護課 認知症介護実践研修 7,360 一部事業を新規事業に移行

所属名 事業名 拡充の理由

所属名 事業名 縮減の理由
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　部局名：商工労働部　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

６月現計

(千円)

地域経済課 東日本大震災対応専門家派遣事業 1,800 県内中小企業者からの需要減少

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）

６月現計

(千円)

労働雇用課 ふるさと雇用再生特別基金事業 1,311,772 国の制度の終了

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）

６月現計

(千円)

新産業戦略課 とくしまＬＥＤネクストステージ 63,500 製品の品質向上等の新たな課題に対応

国際戦略課
とくしま・中国グローバル戦略推
進事業

41,600
県内企業の支援強化等の新たな課題に
対応

国際戦略課
ニーダーザクセン州友好交流推進
事業

2,160 友好交流５周年等の新たな課題に対応

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）

　　　該当なし

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）

６月現計

(千円)

商工政策課
オンリーワン「経済飛躍推進隊」
支援事業

5,670
担い手育成等に重点を置いた事業の見
直し

地域経済課 中小企業振興資金貸付金 14,700,000
中小企業者の事業活動に必要な資金の
確保

地域経済課
とくしま経営塾「平成長久館」パ
ワーアップ事業

17,400
中小企業のニーズを踏まえた研修内容
の見直し

新産業戦略課 地域クラスター創成事業 57,900 研究成果の商品化を強化するため

新産業戦略課 ＬＥＤ王国・徳島推進費 6,676
関連企業の集積効果を発揮させる取り
組みを拡充

産業立地課 企業誘致対策事業 711,000
企業ニーズや時代の変化に応じて補助
制度の拡充

労働雇用課 緊急離職者職業訓練対策事業 341,605 訓練定員の増

観光政策課 コンベンション誘致促進事業 18,850
海外市場を視野に入れた誘致活動に取
り組む

観光政策課 「マチ☆アソビ」支援事業 2,000 イベント内容の充実を図る

国際戦略課
外国人にやさしい徳島づくり推進
事業

12,949 震災対策などの課題に対応する

所属名 事業名 終了の理由

所属名

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

所属名 事業名 廃止の理由

事業名 再構築の理由

所属名 事業名 拡充の理由
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　部局名：商工労働部　

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）

６月現計

(千円)

地域経済課
大規模小売店舗立地審議会の開催
及び指導事業

1,359 会議開催経費の減

労働雇用課 緊急雇用創出事業 8,005,086 基金残高に合わせた事業費の減

労働雇用課
中央テクノスクール(仮称）施設
整備事業

1,746,000 工事の進捗状況による減

所属名 事業名 縮減の理由
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　部局名：農林水産部　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

　　　該当なし

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）

６月現計

(千円)

企画研究課
河口堰下流におけるヤマトシジミ
の資源増大及び管理技術の開発

2,850
開発に必要な成果が得られたことによ
り、予定どおり当該年度限りで事業を
完了するため。

農村振興課
第１７回全国棚田（千枚田）サ
ミット開催支援事業

3,000
本事業は、平成23年度単年度事業のた
め。

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）

６月現計

(千円)

とくしまブランド
戦略課

野菜増産戦略・耕作放棄地活用促
進事業

55,000 事業の組み替えを行うため。

林業振興課 林業力倍増緊急基盤整備促進事業 156,250 事業の組み替えを行うため。

林業振興課 森林整備地域活動支援交付金事業 74,895 事業の組み替えを行うため。

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）

６月現計

(千円)

農業基盤整備課 海岸環境整備事業 40,950
平成23年度継続事業１地区が完了し、
平成24年度に対象事業が存在しないた
め。

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）

６月現計

(千円)

水産課 広域漁港整備事業 330,700
自然災害による被害の未然防止に向け
て、事業内容を充実するため。

農業基盤整備課 経営体育成基盤整備事業 455,787
農業経営の安定と農地集積の促進する
ため事業内容を充実・強化するため。

農業基盤整備課 基幹農道整備事業 311,991
緊急輸送路を補完する道路の整備促進
を行うため。

農業基盤整備課 広域営農団地農道整備事業 244,721
緊急輸送路を補完する道路の整備促進
を行うため。

農業基盤整備課 湛水防除事業 166,056
自然災害の未然防止に向けて、事業内
容を充実・強化するため。

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

拡充の理由所属名 事業名

所属名

所属名 事業名 終了の理由

所属名 事業名 再構築の理由

事業名 休止の理由
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　部局名：農林水産部　

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

６月現計

(千円)

農業基盤整備課 県営老朽ため池等整備事業 127,071
自然災害の未然防止に向けて、事業内
容を充実・強化するため。

林業振興課 森林整備加速化・林業飛躍事業 1,628,102
10年後の県産材の生産倍増に向けて、
間伐材等の生産拡大や木材加工流通体
制の充実・強化を図るため。

森林整備課 森林基盤整備事業 1,860,026
林業専用道の開設にも取り組み、森林
整備を積極的に推進するため。

森林整備課 治山事業 1,364,889
山地災害防止に関する減災対策を推進
するため。

森林整備課 林野地すべり防止事業 274,365
林野地すべり防止に関する減災対策を
推進するため。

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）

６月現計

(千円)

農林水産政策課 農業経営改善促進資金貸付事業 21,250
需要動向に応じて融資枠を設定するた
め。

水産課 地域水産物供給基盤整備事業 58,000
事業の進捗状況を精査し、効率的な事
業実施を行うため。

水産課 漁業共済赤潮特約掛金補助 46,617 一部の魚種の契約数が減少するため。

農村振興課 農業集落排水事業 95,572
既存の汚水処理施設の機能強化対策・
機器更新や処理区統合を推進し、事業
の見直しを行うため。

農村振興課 土地改良団体指導費 19,831
基幹水利施設技術管理強化対策事業
（国費100%)が廃止のため。

農業基盤整備課 国営附帯県営農地防災事業 182,917
地区完了により事業効果が発揮でき、
実施地区の減となったため。

農業基盤整備課 団体営土地改良事業費 100,382
地区完了により事業効果が発揮でき、
実施地区の減となったため。

農業基盤整備課 土地改良団体指導 18,970
事業スケジュールの見直しを行い、対
象地区の重点化を行うため。

林業振興課 先駆的木造公共施設整備事業 76,276
事業内容を見直し効率的な事業実施を
行うため。

林業振興課 次世代木材戦略対策事業 46,488
森林整備加速化・林業飛躍事業により
重点的に事業を実施するため。

所属名 縮減の理由事業名

所属名 事業名 拡充の理由
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　部局名：県土整備部　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

      該当なし

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）

６月現計

(千円)

道路整備課 長寿命化修繕計画策定事業 2,500 目的達成のため事業完了

交通戦略課 阿佐東地域ＤＭＶ実証運行事業 16,700 目的達成のため事業完了

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）

６月現計

(千円)

建設管理課
【トクトク事業】とくしま建設業
支援巡回相談事業

0 新規事業として新たな展開

用地対策課
【トクトク事業】徳島県国土利用
計画（第四次）・総合マネジメン
ト事業

0 新規事業として新たな展開

道路政策課
【トクトク事業】本四道路利用実
態調査事業

0 新規事業として新たな展開

河川整備課
【トクトク事業】水防体制強化事
業

0 新規事業として新たな展開

交通戦略課 阿佐東線活性化対策事業 18,000 新規事業として新たな展開

交通戦略課
徳島阿波おどり空港国際線就航促
進事業

26,000 新規事業として新たな展開

交通戦略課
地方バス路線対策事業（市町村生
活交通変革促進費補助金）

35,600 新規事業として新たな展開

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）

６月現計

(千円)

河川整備課 総合内水対策緊急事業 0 事業箇所の終了

運輸政策課
県単独港湾整備事業（沖洲地区整
備）

0 事業箇所の終了

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）

６月現計

(千円)

建設管理課
土木企画調整事業（土木工事基礎
情報管理システム開発費）

15,694

公共事業の実施過程で発生する各種情
報の電子データ化と、通信ネットワー
クを利用した情報共有システムの構築
を推進する。

事業名 拡充の理由所属名

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

所属名 事業名 休止の理由

所属名 事業名 終了の理由

所属名 事業名 再構築の理由
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　部局名：県土整備部　

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

６月現計

(千円)

都市計画課 公共街路事業 1,290,250

更なるコスト縮減を行い、事業の促進
及び投資効果の早期発現を図るととも
に、利便性向上や防災対策に資する施
策を検討する。

住宅課 徳島県木造住宅耐震化促進事業 90,000
「東海・東南海・南海」三連動地震の
対応のため、特に耐震改修についての
取組を強化し促進する。

道路整備課 道路改築事業 1,855,150

整備箇所の重点化を行い、事業の促進
及び投資効果の早期発現を図るととも
に、利便性向上や防災対策に資する施
策を検討する。

道路整備課 緊急地方道路整備事業 6,485,000

整備箇所の重点化を行い、事業の促進
及び投資効果の早期発現を図るととも
に、利便性向上や防災対策に資する施
策を検討する。

河川整備課 津波・高潮危機管理対策緊急事業 64,000
整備箇所を都市地域へ新たに展開する
ことにより、事業の促進と更なる投資
効果の発現を図る。

河川整備課 河川管理施設長寿命化事業 190,000

管理施設における長寿命化計画の策定
と戦略的な修繕を一層推進することに
より、更なるライフサイクルコストの
縮減に努める。

砂防防災課 急傾斜地崩壊対策事業 592,000

整備箇所の重点化を行い、事業の促進
及び投資効果の早期発現を図るととも
に、三連動地震に備え、沿岸部におけ
る津波避難に資する整備を促進する。

砂防防災課 地すべり対策事業 708,000

整備箇所の重点化を行い、事業の促進
及び投資効果の早期発現を図るととも
に、被災箇所のフォローアップや孤立
化対策を検討する。

港湾空港課
港湾施設長寿命化修繕計画策定事
業費

9,720

管理施設における長寿命化計画の策定
と戦略的な修繕を一層推進することに
より、更なるライフサイクルコストの
縮減に努める。

港湾空港課 港湾海岸保全施設整備事業 143,438

整備箇所の重点化を行い、事業の促進
及び投資効果の早期発現を図るととも
に、利便性向上や防災対策に資する施
策を検討する。

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）

６月現計

(千円)

道路政策課
架橋協力事業（日本高速道路保
有・債務返済機構出資金）

2,097,200 出資金の減少

港湾空港課
【トクトク事業】津波防災意識啓
発事業

250 事業の進捗による、箇所数の減少

所属名 事業名 縮減の理由

所属名 事業名 拡充の理由
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　部局名：教育委員会　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

　　　該当なし

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）

６月現計

(千円)

教育改革課 吉野川高校施設・設備整備事業 181,071
平成24年度の吉野川高校開校に向けた
事業であるため。

教育改革課
鳴門渦潮高校体育科施設・設備整
備事業

60,000
平成24年度の鳴門渦潮高校開校に向け
た事業であるため。

学校政策課
学力向上実践研究事業（高等学
校）

255 指定研究期間が終了したため。

教育文化政策課 四国山地カモシカ特別調査 3,387 必要な調査が完了したため。

教育文化政策課
国指定天然記念物「船窪のオンツ
ツジ群落」緊急調査事業

450 必要な調査が完了したため。

教育文化政策課
舞中島文化的景観保存対策調査事
業

333 必要な調査が完了したため。

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）

６月現計

(千円)

学校政策課
命の大切さをはぐくむ推進事業～
子どもと動物とのよりよい関係づ
くり～

700
他の事業の中で本事業の趣旨を活かし
た活動を進めるため。

人権教育課
「心にひびくとっておきのエピ
ソード」事業

850 新規事業に再構築するため。

体育健康課
中学校武道・ダンス必修化に向け
た地域連携指導実践事業

30,843 新規事業に再構築するため。

生涯学習政策課
学校サポーターズクラブ制度創設
事業

1,000
他の事業の中で啓発や研修を行うた
め。

生涯学習政策課 地域教育力再生事業 348 新規事業に再構築するため。

生涯学習政策課
みんなで応援する子どもの読書推
進事業

122 新規事業に再構築するため。

文化の森振興総局
鳥居龍蔵関連ミュージアムネット
ワーク事業

2,900
他の事業の中で本事業の趣旨を活かし
た活動を進めるため。

文化の森振興総局 「よみがえる徳島の街」事業 865 新規事業に再構築するため。

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）

６月現計

(千円)

人権教育課
第58回四国地区人権教育研究大会
補助金

1,600 四国地区での順次開催のため。

事業名 再構築の理由

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

所属名 事業名 休止の理由

所属名 事業名 終了の理由

所属名
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　部局名：教育委員会　

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

６月現計

(千円)

教育文化政策課
中国・四国ブロック民俗芸能大会
開催事業

4,000 中国四国地区での順次開催のため。

教育文化政策課
国指定「郡里廃寺跡」史跡保存整
備事業

750
基礎調査データを整理し、整備に向け
ての準備を行うため。

文化の森振興総局
中国・四国地区図書館地区別研修
開催事業

1,000 中国四国地区での順次開催のため。

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）

６月現計

(千円)

施設整備課 産業教育設備整備事業 14,400
即戦力となる専門高校生を育成するた
めに、設備の充実を図るため。

学校政策課 スクールカウンセラー活用事業 63,000
不登校・いじめなどの未然防止や早期
発見の更なる充実を図るため。

学校政策課 道徳教育総合支援事業 39,400
道徳教育の質の向上とその一層の充実
を図るため。

学校政策課
オンリーワンハイスクール「元気
とくしまプロジェクト」

8,000
学校の特色を生かした取り組みをさら
に進めることにより、地域の活性化を
図るため。

特別支援教育課
特別支援教育トータルサポート事
業

5,479
重度・重複障害児への指導方法等専門
性の向上を図るとともに、学校と地域
の連携を一層深めるため。

体育健康課
競技力向上スポーツ指定校ステッ
プアップ事業

15,000
全国大会で活躍できる運動部育成のた
めの事業の充実を図るため。

体育健康課
地域スポーツ人材の活用実践支援
費

8,986
地域スポーツ人材を活用することによ
り、運動部活動の更なる充実を図るた
め。

生涯学習政策課 放課後子ども教室推進事業 35,521
児童の安全管理に関する研修を充実さ
せるため。

文化の森振興総局 近代美術館　展示事業費 15,187
美術館運営企画への参画など県民との
協働事業の推進を図るため。

文化の森振興総局 博物館　展覧事業費 8,416
活動目標等の評価項目を充実させるた
め。

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）

６月現計

(千円)

教育改革課 新しい学校づくり推進事業 2,000
学校間連携事業の実施対象校がないた
め。

所属名 事業名 縮減の理由

所属名 事業名 休止の理由

所属名 事業名 拡充の理由
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　部局名：警察本部　
１　廃止事業（当該年度限りで事業を廃止するもの）

　　　該当なし

２　終了事業（当該年度限りで事業が完了するもの）
６月現計
(千円)

総務課
心と音のふれあいから安全・安心
とくしま実現事業

1,100 平成２３年度のみの事業である。

会計課
県南部警察署（牟岐・那賀）庁舎
耐震改修等整備事業

185,166 平成２３年度までの事業である。

会計課
警察航空隊舎移転および航空機体
更新関係事業

290,690 平成２３年度までの事業である。

３　再構築事業（事業を終了し、新規事業に組み替え又は継続事業に統合するもの）

　　　該当なし

４　休止事業（対象が存在しない又は周期的に実施する等のため、当面実施しないもの）

　　　該当なし

５　拡充事業（事業の内容や規模を充実・強化するもの）
６月現計
(千円)

総務課
【トクトク事業】徳島県警察音楽
隊ふれあいコンサート事業

0 演奏等の技術の更なる向上を図る。

会計課
県中央部警察署（板野署）庁舎耐
震改修等整備事業

16,078 設計から施工に移る。

会計課 運転免許センター等移転整備事業 62,100 設計から施工に移る。

警務課
犯罪被害者支援シンポジウム開催
事業

127
より多くの県民に参加してもらうた
め、効果的な広報活動を展開するとと
もに、内容の充実を図る。

生活安全企画課
【トクトク事業】振り込め詐欺被
害防止啓発活動事業

0

近時、未公開株や社債への投資話によ
る振り込め類似詐欺が増加傾向にある
ことから、寸劇等を活用して、詐欺の
手口を分かりやすく紹介する広報啓発
を推進する。ダジャレを活用した施策
については、飽きが来て施策効果に限
界が認められるため廃止する。

組織犯罪対策課
【トクトク事業】暴力団排除条例
啓発推進事業

0

今年度は暴排条例の広報を重点的に実
施したが、今後は暴排条例の活用促進
に向けた啓発活動を重点的に実施す
る。

交通企画課 交通安全対策事業 13,080

平成27年度までに交通事故死者数を30
人台後半、限りなくゼロに近づけると
いう第9次徳島県交通安全計画を達成す
るため、今後新たな手法を取り入れる
などして各種交通安全対策をより強力
に推進していく必要がある。

交通規制課 交通安全施設整備事業 500,002 交通安全施設の整備を更に推進する。

６　縮減事業（事業の内容や規模を縮小するもの）

　　　該当なし

所属名 事業名 拡充の理由

平成２３年度事業の自己点検の状況について（部局別主なもの）

所属名 事業名 終了の理由
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